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京都から全国へ 
～家電省エネラベルの事例～ 
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冷蔵庫の更新による省エネ 実例 

2 



東京都の「少」エネラベル（2002年） 

東京都が、2002年7〜8月に協力店を募って
ラベル表示の実験を実施。 

省エネ基準値以上の製品の消費電力量
の差を３等分し、上からA、B、Cランクに。
基準値以下をDランクに。 

日本においては、省エネ基準に達しているかど
うかの2段階のラベルしかなく、かつ電気代が表
示されておらず、消費者の目から見て、参考に
しづらかった。 



京都の省エネラベル（2003年） 

• 地球温暖化対策地域協議会である「京のアジェンダ21フォーラム」が中心となり、
多様な主体が参加する実行委員会を組織。 

• 2003年3月〜5月に、京都市内の18店舗でエアコンと冷蔵庫に表示する社会
実験を実施（ラベル打ち出しソフトを提供、出力は販売店が担当）。 

• 併せて、販売店の店員向け、消費者向け学習会を実施。 



京都の省エネラベル（2003年） 
実行委員会メンバー 

＜市民セクター＞ 
気候ネットワーク、京都消費者団体連絡協議会、環境市民、京都市地域女性会、 
京都市保健協議会連合会 
 

＜事業者セクター＞ 
協力販売店の担当者、京都府電機商業組合、KES認証事業部 
 

＜行政セクター＞ 
京都市（産業観光局商業振興課、環境局地球環境政策課） 
事務局：京のアジェンダ21フォーラム 

※この年の10月に 
 京都府地球温暖化 
 防止活動推進センター 
 が誕生 



2004年以降の展開 

2004年 実施体制を、実行
委員会から「京都省エネラベ
ル協議会」へと移行。 

2004年 府全域に拡大。 
特に宮津・与謝野地域で、
パートナーシップによるキャン
ペーンが実現。 

京 都 全 国 

2004年 東京、京都の他、
札幌、大阪、高知でキャンペー
ンを実施。マニュアルを整備。 

2004年 「全国省エネラベル
協議会」が発足。 

2005年 府と市が地球温暖
化対策条例でラベルの貼付
を義務化。 

2005年 15地域で実施。 

2006年 30地域で実施。 



東京都も条例でラベル表示を義務化 



事業所の反応 

京のアジェンダ21フォーラムニュースレターより 



事業所の反応 



全国の「統一省エネラベル」へ 

2006年 総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会 小売事業者表示判
断基準小委員会にて、全国省エネラベル協議会のラベルをもとにした「統一省エネラ
ベル」の設計を検討。 
※京都省エネラベル協議会の伊東真吾（京都府地球温暖化防止活動推進セン
ター事務局長）が委員として参画。 

 同年 エネルギーの使用の合理化に関する法
律が改正施行され、小売事業者に対して省エネ
ルギーに関する情報提供の努力義務が規定され
た。 
 これに基づき、全国省エネラベル協議会が実施
していた「統一省エネラベル」を運用。 
 
 全国省エネラベル協議会は役目を終えて解散。 



省エネラベルの効果 
2004年春の実施店の内、売上数データの提供のあった京都府内の量販店7店において一定
期間内（昨年および今年の同時期）に販売されたエアコン・冷蔵庫の平均エネルギー消費性
能（COP、年間消費電力量）を全国平均（ACSISS-E3500データ）と比較。その差をラベ
ルの省エネ効果として推定。 

エアコン ８％の効果 

2004年春のキャンペーンによるエアコンの省エネ効果 

          約 ８％ 

冷蔵庫 4.6％の効果 



日本のエネルギー消費量 



部門別エネルギー消費量の推移 

省エネルギーカタログより 

家庭部門は、2005年以降に12.2％のエネルギー消費量削減に成功 



省エネラベル（を使った政策的措置）の 
必要性と効果 

 望ましい（経済的メリットもある）と考
えられる省エネルギー水準と現状の差 
＝省エネルギーギャップ 

 省エネルギーギャップを生み出す障壁 
＝省エネルギーバリア 
 
例えば 
 ・不完全情報 
 ・逆選択 
 ・スプリットインセンティブ 
 ・リスク 
 ・資金調達力 
 ・取引費用 
 ・機会費用 
 ・限定合理性 

若林雅代, & 木村宰. (2009). 省エネルギー政策理論の
レビュー--省エネルギーの 「ギャップ」 と 「バリア」. 電力
中央研究所報告 Y 研究報告, (8046), 1-29. 

• 省エネルギーギャップを抱える状態で市場
にまかせていては、社会的損失が発生す
る。公的機関の介入が支持される。 
 

• 省エネラベルによる情報提供は、消費行
動の限定合理性、情報の非対称性に起
因する逆選択を防ぐのに効果的。 
 

• ラベリングは、メーカーにも影響を与える。
（良い評価を得られる製品を積極的に
開発し、市場に投入しようとする）。消費
者行動の変容よりもメーカーの変化の影
響が大きいとの研究も（robinson, 
1991）。 
 

• これが行き過ぎると、「爆風モード」等の問
題に発展することも。 

Robinson,1991, The Proof of the Pudding:Making 

Energy Efficiency Work. Energy Policy,19(7), 631-
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